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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第62期

第３四半期連結
累計期間

第63期
第３四半期連結
累計期間

第62期

会計期間

自平成23年
４月１日
至平成23年
12月31日

自平成24年
４月１日
至平成24年
12月31日

自平成23年
４月１日
至平成24年
３月31日

売上高（千円） 6,031,4665,674,0488,131,198

経常利益（千円） 617,765 438,218 690,525

四半期（当期）純利益（千円） 502,116 350,126 739,770

四半期包括利益又は包括利益（千円） 407,329 441,740 767,980

純資産額（千円） 6,890,3227,545,1917,250,886

総資産額（千円） 12,594,07012,596,43013,059,745

１株当たり四半期（当期）純利益金額（円） 41.90 29.22 61.73

潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純

利益金額（円）
－ － －

自己資本比率（％） 54.2 59.4 55.0

　

回次
第62期

第３四半期連結
会計期間

第63期
第３四半期連結
会計期間

会計期間

自平成23年
10月１日
至平成23年
12月31日

自平成24年
10月１日
至平成24年
12月31日

１株当たり四半期純利益金額（円） 0.29 9.34

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

　

２【事業の内容】

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な

変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】
      当第３四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。また、前事業年度の有価証券報
告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。　
　

２【経営上の重要な契約等】
   　 当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
　

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
　文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判
断したものであります。
　  
（１）経営成績の分析
　当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、東日本大震災の復興需要や各種政策効果、新政権への期待感を
背景として、一部に持ち直しの動きが見られたものの、円高基調やデフレの継続、長期化する欧州債務危機、世界経
済の減速懸念等、先行き不透明な状況で推移いたしました。
　このような情勢下、当社グループにおきましては、「更なる攻めの加速と守りの強化」を基本方針に掲げ、経営戦
略の実現に向け、経営課題に関する意思決定及び業務執行の迅速化を図るとともに、日々の業務における継続的な
改善を推進し、次世代における成長基盤の確立に努めております。
　これらの結果、当第３四半期連結累計期間の売上高は56億74百万円（前年同期比5.9％減）、営業利益は４億円
（前年同期比30.4％減）、経常利益は４億38百万円（前年同期比29.1％減）となりました。四半期純利益につきま
しては、特別損失として投資有価証券評価損66百万円、投資有価証券償還損15百万円などを計上したことにより、３
億50百万円（前年同期比30.3％減）となりました。
　
　セグメントの業績は、次のとおりであります。
　
[工具事業]
　当社主力の当事業部門では、「安全、快適、能率・効率、環境」をキーワードとしたソリューション営業を展開い
たしました。特に、2012年２月に発売した「デジラチェ[メモルク]」や2012年７月に業務提携いたしました
APEXTOOLグループの「Clecoブランド商品」など、ラインナップを拡充しました測定機器を中心とし、既存顧客の
深耕並びに新規顧客の開拓を推進しております。
　また、将来を見据えた新技術・新製品の開発に注力するとともに、安定した品質の確保や省力化のための積極的
な設備投資、工場レイアウトの見直しなどにより、迅速で柔軟な生産体制の確立を進め、更なる生産性の向上とコ
ストダウンの推進に取組んでまいりました。
　これらの結果、当第３四半期連結累計期間の売上高は47億87百万円（前年同期比6.4％減）、セグメント利益は３
億14百万円（前年同期比37.5％減）となりました。
　
[DIY事業]
　当事業部門では、地域密着型サービスの展開を図るとともに、季節商材の販売強化を促進し収益の確保に努めま
した。これらの結果、当第３四半期連結累計期間の売上高は７億76百万円（前年同期比3.4％減）、セグメント利益
は17百万円（前年同期比98.4％増）となりました。
　
[賃貸事業]
当事業部門では、ファシリティマネジメントを推進し、所有不動産の整備、運営管理を行いました。これらの結
果、当第３四半期連結累計期間の売上高は１億10百万円（前年同期比3.8％減）、セグメント利益は69百万円（前
年同期比7.2％増）となりました。
　

（２）財政状態の分析
　当第３四半期連結会計期間末の総資産は、125億96百万円となり、前連結会計年度末に対し４億63百万円減少とな
りました。その主な内容は、商品及び製品が２億20百万円増加したものの、現金及び預金が４億62百万円、受取手形
及び売掛金が３億９百万円減少したことなどによるものであります。
　負債合計は、50億51百万円となり、前連結会計年度末に対し７億57百万円減少となりました。その主な内容は、支払
手形及び買掛金が１億円、短期借入金が２億21百万円、賞与引当金及び役員賞与引当金が２億44百万円、資産除去債
務が71百万円減少したことなどによるものであります。
　純資産合計は、75億45百万円となり、前連結会計年度末に対し２億94百万円増加となりました。その主な内容は、利
益剰余金が２億６百万円、その他有価証券評価差額金が93百万円増加したことなどによるものであります。

　
（３）事業上及び財務上の対処すべき課題
　当第３四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 
（４）研究開発活動

当第３四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、１億44百万円であります。なお、当第
３四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 31,975,000

計 31,975,000

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成24年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成25年２月８日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 12,387,178 同左
株式会社大阪証券取引所

（市場第二部）

単元株式数

1,000株　

計 12,387,178 同左 － －

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。　

　

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

　

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。　

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（千株）

発行済株式総
数残高
（千株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成24年10月１日～

　

平成24年12月31日

－ 12,387 － 1,032,088 － 2,562,439

（６）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

　当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（平成24年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしており

ます。

①【発行済株式】

 平成24年12月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

普通株式　  403,000
－ －

完全議決権株式（その他） 普通株式 11,916,000 11,916 －

単元未満株式 普通株式     68,178 －
１単元（1,000株）

未満の株式

発行済株式総数 12,387,178 － －

総株主の議決権 － 11,916 －

　（注）　「完全議決権株式（自己株式等）」欄は、全て当社保有の自己株式であります。

②【自己株式等】

 平成24年12月31日現在

所有者の氏名又は名
称

所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

京都機械工具株式会社
京都市伏見区下鳥

羽渡瀬町101番地
403,000 － 403,000 3.25

計 － 403,000 － 403,000 3.25

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。　
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号）に基づいて作成しております。

　

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成24年10月１日から平成

24年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成24年４月１日から平成24年12月31日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、京都監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成24年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 2,837,494 2,375,427

受取手形及び売掛金 1,882,419 1,573,265

有価証券 43,670 99,630

商品及び製品 1,435,933 1,656,201

仕掛品 578,671 639,348

原材料及び貯蔵品 333,255 318,620

その他 168,165 204,787

貸倒引当金 △100,528 △62,018

流動資産合計 7,179,081 6,805,260

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 1,442,073 1,436,186

機械装置及び運搬具（純額） 582,205 622,600

工具、器具及び備品（純額） 58,934 73,166

土地 1,703,462 1,669,471

その他（純額） 54,694 62,187

有形固定資産合計 3,841,370 3,863,612

無形固定資産 92,124 89,274

投資その他の資産

投資有価証券 1,402,925 1,344,385

その他 653,924 495,877

貸倒引当金 △109,681 △1,980

投資その他の資産合計 1,947,168 1,838,281

固定資産合計 5,880,664 5,791,169

資産合計 13,059,745 12,596,430
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（単位：千円）

前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成24年12月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 575,785 474,899

短期借入金 2,380,000 2,158,752

未払金及び未払費用 572,056 639,216

未払法人税等 20,373 12,605

賞与引当金 271,065 61,598

役員賞与引当金 34,740 －

資産除去債務 45,000 35,000

その他 183,925 124,364

流動負債合計 4,082,945 3,506,437

固定負債

長期借入金 78,660 48,285

退職給付引当金 942,583 926,584

役員退職慰労引当金 22,408 24,285

環境対策引当金 30,400 30,400

担保提供損失引当金 7,669 3,085

資産除去債務 118,100 56,500

その他 526,093 455,661

固定負債合計 1,725,913 1,544,801

負債合計 5,808,859 5,051,238

純資産の部

株主資本

資本金 1,032,088 1,032,088

資本剰余金 2,562,439 2,562,439

利益剰余金 3,596,653 3,802,972

自己株式 △139,100 △139,272

株主資本合計 7,052,080 7,258,227

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 137,633 231,419

為替換算調整勘定 △8,980 △9,840

その他の包括利益累計額合計 128,652 221,578

少数株主持分 70,152 65,385

純資産合計 7,250,886 7,545,191

負債純資産合計 13,059,745 12,596,430
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日
　至　平成23年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成24年４月１日
　至　平成24年12月31日)

売上高 6,031,466 5,674,048

売上原価 3,762,514 3,615,297

売上総利益 2,268,951 2,058,750

販売費及び一般管理費 1,693,455 1,658,263

営業利益 575,495 400,487

営業外収益

受取配当金 30,990 22,319

担保提供損失引当金戻入額 1,332 4,583

その他 39,318 39,510

営業外収益合計 71,641 66,414

営業外費用

支払利息 19,814 16,830

その他 9,555 11,852

営業外費用合計 29,370 28,683

経常利益 617,765 438,218

特別利益

固定資産売却益 － 1,280

投資有価証券売却益 － 741

特別利益合計 － 2,021

特別損失

固定資産除売却損 532 4,857

投資有価証券評価損 120,625 66,569

投資有価証券償還損 － 15,441

特別損失合計 121,158 86,868

税金等調整前四半期純利益 496,607 353,370

法人税、住民税及び事業税 10,547 11,968

法人税等調整額 △17,255 △7,699

法人税等合計 △6,708 4,269

少数株主損益調整前四半期純利益 503,316 349,101

少数株主利益又は少数株主損失（△） 1,199 △1,025

四半期純利益 502,116 350,126
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【四半期連結包括利益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日
　至　平成23年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成24年４月１日
　至　平成24年12月31日)

少数株主損益調整前四半期純利益 503,316 349,101

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △90,220 93,785

為替換算調整勘定 △5,766 △1,145

その他の包括利益合計 △95,986 92,639

四半期包括利益 407,329 441,740

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 407,571 443,052

少数株主に係る四半期包括利益 △241 △1,311
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【連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更】

（1）連結の範囲の重要な変更

　　該当事項はありません。　

（2）持分法適用の範囲の重要な変更

　　該当事項はありません。　

　　

【会計方針の変更】

（減価償却方法の変更）

　当社及び国内連結子会社は、法人税法の改正に伴い、第１四半期連結会計期間より、平成24年４月１日以後に取得し

た有形固定資産について、改正後の法人税法に基づく減価償却方法に変更しております。

　この変更が、当第３四半期連結累計期間の営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益に与える影響は軽微で

あります。

　

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

　該当事項はありません。

 

【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

　該当事項はありません。

　

（四半期連結損益計算書関係）

　該当事項はありません。　

　

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半期

連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれんの償却額は、次の

とおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自  平成23年４月１日
至  平成23年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自  平成24年４月１日
至  平成24年12月31日）

減価償却費 243,805千円 238,991千円

負ののれんの償却額 4,446 －

　

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　平成23年４月１日　至　平成23年12月31日）

配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額

（千円）
配当の原資

１株当たり

配当額

（円）

基準日 効力発生日

平成23年６月24日

定時株主総会
普通株式 95,881利益剰余金 8 平成23年３月31日平成23年６月27日

　

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　平成24年４月１日　至　平成24年12月31日）

配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額

（千円）
配当の原資

１株当たり

配当額

（円）

基準日 効力発生日

平成24年６月26日

定時株主総会
普通株式 143,807利益剰余金 12平成24年３月31日平成24年６月27日
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　平成23年４月１日　至　平成23年12月31日）

報告セグメントごとの売上高及び利益の金額に関する情報

　 （単位：千円）

 
報告セグメント

調整額

四半期連結損益

計算書計上額

（注）　工具事業 ＤＩＹ事業 賃貸事業 計

売上高       

外部顧客への売上高 5,112,497804,255114,7126,031,466 － 6,031,466

セグメント間の内部売上高

又は振替高
6,048 19,51730,24055,805(55,805) －

計 5,118,546823,773144,9526,087,271(55,805)6,031,466

セグメント利益 502,3638,662 64,470575,495 － 575,495

（注）セグメント利益の合計額は、四半期連結損益計算書の営業利益の金額と一致しております。

　

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　平成24年４月１日　至　平成24年12月31日）

報告セグメントごとの売上高及び利益の金額に関する情報

　 （単位：千円）

 
報告セグメント

調整額

四半期連結損益

計算書計上額

（注）　工具事業 ＤＩＹ事業 賃貸事業 計

売上高       

外部顧客への売上高 4,787,036776,639110,3715,674,048 － 5,674,048

セグメント間の内部売上高

又は振替高
4,266 67,44530,240101,951(101,951) －

計 4,791,303844,085140,6115,776,000(101,951)5,674,048

セグメント利益 314,21117,18269,093400,487 － 400,487

（注）セグメント利益の合計額は、四半期連結損益計算書の営業利益の金額と一致しております。

　

（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

前第３四半期連結累計期間

（自　平成23年４月１日

至　平成23年12月31日）

当第３四半期連結累計期間

（自　平成24年４月１日

至　平成24年12月31日）

１株当たり四半期純利益金額 41円90銭 29円22銭

（算定上の基礎） 　 　

四半期純利益金額（千円） 502,116 350,126

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額（千円） 502,116 350,126

普通株式の期中平均株式数（株） 11,984,788 11,983,572

　（注）　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。

　

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成２５年２月８日

京都機械工具株式会社

取締役会　御中

京　都　監　査　法　人

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 柴　　田　　　篤　　印

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 鍵　　　圭 一 郎　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている京都機械工具株式

会社の平成２４年４月１日から平成２５年３月３１日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成２４年１０

月１日から平成２４年１２月３１日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成２４年４月１日から平成２４年１２月３

１日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計

算書及び注記について四半期レビューを行った。

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、

分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、京都機械工具株式会社及び連結子会社の平成２４年１２月３１日現在

の財政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項が

すべての重要な点において認められなかった。

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

　

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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